
・一般会計
・天辰第一地区土地区画整理事業特別会計
・川内駅周辺地区土地区画整理事業特別会計
・入来温泉場地区土地区画整理事業特別会計
・川内駅周辺地区土地区画整理事業清算事務特別会計

・鹿児島県市町村総合事務組合

・鹿児島県後期高齢者医療広域連合

・薩摩川内市土地開発公社

・（公財）薩摩川内市民まちづくり公社
・（株）遊湯館
・（株）薩摩川内市観光物産協会
＊出資比率が50%以上の団体・法人

・水道事業などの公営企業会計
・普通会計に含まれるものを除く特別会計
　（国民健康保険事業特別会計など）

普　通　会　計

一部事務組合

連 結

広 域 連 合

地 方 三 公 社

第三セクター

薩摩川内市全体

公 営 事 業 会 計

平
成
26
年
度
決
算
に
基
づ
く

　
薩
摩
川
内
市
の
財
務
書
類
を
作
成
し
ま
し
た

　

本
市
で
は
、
市
の
所
有
す
る
資
産
・
負
債

を
適
切
に
把
握
し
、
健
全
で
安
定
的
な
財
政

運
営
を
行
う
た
め
、
国
の
示
す
新
地
方
公
会

計
モ
デ
ル（
総
務
省
方
式
改
訂
モ
デ
ル
）に
基

づ
い
て
、
平
成
26
年
度
決
算
に
お
け
る
財
務

書
類（
財
務
４
表
）を
作
成
し
ま
し
た
。

　

こ
れ
に
よ
り
、
そ
の
年
度
に
ど
の
よ
う
な

収
入
が
あ
り
、
そ
れ
を
ど
う
使
っ
た
か
ば
か

り
で
な
く
、
市
が
整
備
し
て
き
た
資
産
や
借

入
金
な
ど
の
負
債
の
情
報
、
現
金
支
出
を
伴

わ
な
い
減
価
償
却
費
な
ど
の
情
報
も
明
ら
か

と
な
り
、
市
の
財
政
状
況
が
よ
り
一
層
分
か

り
や
す
く
な
り
ま
し
た
。

　

今
後
、
こ
の
財
務
書
類
を
も
と
に
、
市
の

財
政
の
実
態
把
握
、
管
理
体
制
の
強
化
を
図

り
、
一
層
の
効
率
化
・
適
正
化
を
進
め
ま
す
。

２
種
類
の
財
務
書
類
を
作
成

　

市
で
は
、
一
般
会
計
の
ほ
か
に
特
別
会

計
、
企
業
会
計
な
ど
、
目
的
別
の
会
計
を
設

け
、
市
民
生
活
に
必
要
な
さ
ま
ざ
ま
な
事
業

を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

今
回
、
地
方
財
政
の
統
計
上
の
基
本
と
な

る｢

普
通
会
計｣

の
財
務
書
類（
４
頁
参
照
）に

加
え
、
市
の
業
務
と
関
連
の
あ
る
一
部
事
務

組
合
や
市
が
一
定
割
合
以
上
を
出
資
し
て
い

る
第
三
セ
ク
タ
ー
な
ど
、
関
係
団
体
を
含
め

た（
下
図
）｢

連
結
財
務
書
類｣

（
５
頁
参
照
）の

２
種
類
を
作
成
し
ま
し
た
。

 
用
語
解
説

■
減
価
償
却
…
固
定
資
産
の
経
済
的
価
値

が
、
時
間
の
経
過
や
使
用
な
ど
に
よ
っ
て

減
少
し
て
い
く
こ
と
を｢

減
価｣

と
い
い
、

定
め
ら
れ
た
耐
用
年
数
に
応
じ
、
費
用
を

配
分
し
て
計
上
す
る
仕
組
み
の
こ
と

■
普
通
会
計
…
地
方
公
共
団
体
ご
と
に
一

般
会
計
や
特
別
会
計
な
ど
の
範
囲
が
異
な

る
た
め
、
そ
れ
を
統
一
的
な
基
準
で
整
理
し
、

比
較
・
分
析
な
ど
が
で
き
る
よ
う
に
し
た

統
計
上
用
い
ら
れ
る
会
計
区
分
の
こ
と

■
広
域
連
合
…
広
域
に
わ
た
っ
て
処
理
す

る
こ
と
が
適
当
で
あ
る
と
認
め
ら
れ
る
行

政
サ
ー
ビ
ス
の
一
部
を
、
複
数
の
普
通
地

方
公
共
団
体
や
特
別
区
が
共
同
で
行
う
組

織
で
、
特
別
地
方
公
共
団
体
の
一
つ

■
地
方
三
公
社
…
地
方
自
治
体
が
全
額
出

資
し
て
設
立
し
た
土
地
開
発
公
社
・
地
方
住

宅
供
給
公
社
・
地
方
道
路
公
社
の
三
法
人

新
地
方
公
会
計
制
度
に
よ
る
財
務
書
類
と
は

　

新
地
方
公
会
計
制
度
と
は
、
国
の
行
財
政
改
革

で
あ
る｢

資
産
・
債
務
改
革｣

の
一
環
と
し
て
、
保

有
す
る
資
産
や
負
債
の
状
況
を
把
握
し
、
健
全
な

財
政
運
営
を
目
指
そ
う
と
す
る
取
り
組
み
で
す
。

こ
れ
は
、
地
方
公
共
団
体
が
通
常
適
用
し
て
い
る

会
計
方
式（
現
金
主
義
）で
は
な
く
、
企
業
的
会
計

方
式（
発
生
主
義
）で
作
成
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

本
市
で
は
、
新
地
方
公
会
計
制
度
に
基
づ
き
、

平
成
20
年
度
決
算
か
ら
財
務
書
類
を
作
成
し
、
公

表
し
て
い
ま
す
。

　

財
務
書
類
は
、
貸
借
対
照
表
・
行
政
コ
ス
ト
計

算
書
・
純
資
産
変
動
計
算
書
・
資
金
収
支
計
算
書

の
４
つ
の
表
か
ら
成
り
立
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら

を
作
成
す
る
こ
と
で
、
現
金
主
義
の
会
計
制
度
で

は
把
握
す
る
こ
と
が
難
し
い
資
産
や
債
務
の
蓄
積

情
報
、
行
政
コ
ス
ト
な
ど
を
把
握
す
る
こ
と
が
で

き
ま
す
。

　

用
語
解
説

■
現
金
主
義（
＝
単
式
簿
記
）…
現
金
の
収
支
だ

け
を
記
録
す
る
会
計
処
理
の
こ
と

■
発
生
主
義（
＝
複
式
簿
記
）…
現
金
の
収
受
・

支
払
に
関
係
な
く
、
そ
の
取
引
が
発
生
し
た
時

点
を
基
準
に
会
計
処
理
す
る
こ
と
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借　方 貸　方

資産
（現在保有している資産）

負債
（将来世代の負担）
＊返済の義務あり

 ・固定資産
 ・基金
 ・貸付金
 ・流動資産（現金・預金）
　　　　　　　　　など

 ・地方債
 ・退職手当引当金　など

純資産
（過去・現役世代の負担）
＊返済の義務なし

・国県補助金　など

期首資金残高（=前年度からの繰越金） ①

資金収支額 ②  
＊ 収入と支出の
差額で、  単年
度に増減した
現金

経常的収支
（人件費や物件費など、
経常的な行政活動に係る収支）

公共資産整備収支
（学校や道路など、
有形固定資産形成のための収支）

投資･財務的収支
（出資金や貸付金、
地方債の償還などに係る収支）

期末資金残高（=翌年度への繰越金） ①+②

期首純資産残高
（年度当初の純資産残高）

　・純経常行政コスト
　・一般財源（市税など）
　・補助金等受入
　・臨時損益　など

期末純資産残高
（年度末の純資産残高）

経常行政コスト
（行政サービスに伴い発生したコスト）

　・人にかかるコスト（人件費など）
　・物にかかるコスト（物件費、維持補修費など）
　・移転支出的なコスト（社会保障給付など）
　・その他のコスト（支払利息など）

経常収益
（行政サービスの対価として得られた収入）

　・使用料、手数料
　・分担金、負担金　など

純経常行政コスト（=純粋なコスト）
（経常行政コスト－経常収益）

年度末における｢資産｣ ｢負債｣
｢純資産｣が分かります。
　　資産=負債＋純資産
左右がバランス（一致）している
表なので、バランスシートとも
呼ばれています。
純資産の占める割合が高いほ
ど、健全であると言えます。

一会計期間において、どの事業
に「いくらコストをかけ」「その
財源が何か」が分かります。
民間でいう損益計算書にあたり
ます。

お金を「どうやって集め」「何に
使ったか」一会計期間の資金の
流れが分かります。
収支の性質によって、次の３つ
に区分されています。

純資産に影響を与える原因
（一会計期間の変動内容）が
分かります。

行政コスト計算書

資金収支計算書（=キャッシュフロー計算書）

純資産変動計算書

４つの表で何が分かるの？

貸借対照表

財政状況の公表
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借方 貸方
資産の部 負債の部

公共資産 2,263.9 億円 固定負債 560.3 億円
有形固定資産 2,261.4 億円 地方債・長期借入金 453.5 億円
売却可能資産 2.5 億円 退職手当等引当金 99.3 億円

投資等 104.7 億円 長期未払金など 7.5 億円
投資・出資金 18.3 億円 流動負債 78.3 億円
貸付金 0.7 億円 翌年度償還予定地方債 72.6 億円
基金など 78.0 億円 賞与引当金 5.0 億円
長期延滞債権 10.8 億円 その他（未払金など） 0.7 億円
回収不能見込額など △ 3.1 億円 負債合計 638.6 億円

流動資産 173.1 億円 純資産の部
資金（現金・預金） 171.6 億円 公共資産等整備国県補助金 544.6 億円
（うち現金） （31.1 億円）その他（一般財源など） 1,358.5 億円
未収金など 1.5 億円 純資産合計 1,903.1 億円

資産合計 2,541.7 億円 負債・純資産合計 2,541.7 億円

経常行政コスト   
人にかかるコスト 87.7 億円
人件費 81.2 億円
退職手当引当金繰入等 1.5 億円
賞与引当金繰入金 5.0 億円

物にかかるコスト 165.6 億円
物件費 59.4 億円
維持補修費 10.0 億円
減価償却費 96.2 億円

移転支出的なコスト 199.8 億円
社会保障給付 102.7 億円
補助金など 25.9 億円
他会計などへの支出金 53.5 億円
他団体への公共資産整備補助金など 17.7 億円

その他のコスト 6.0 億円
支払利息 5.8 億円
回収不能見込計上額 0.8 億円
その他行政コスト △ 0.6 億円

経常行政コスト合計（Ａ） 459.1 億円
経常収益

　　使用料・手数料 8.3 億円
　　分担金・負担金・寄附金 5.7 億円
経常収益合計（Ｂ） 14.0 億円
純経常行政コスト（Ａ）－（Ｂ） 445.1 億円

期首歳計現金残高 32.2 億円
経常的収支（収入ー支出）① 120.1 億円
支出（人件費、物件費、給付など） 348.6 億円
収入（市税、地方交付税など） 468.7 億円

　　　　公共資産整備収支（収入ー支出）② △ 29.7 億円
支出（公共資産整備支出など） 80.3 億円
収入（国庫補助金、地方債など） 50.6 億円

　　　　投資・財務的収支（収入ー支出）③ △ 91.5 億円
支出（地方債償還、基金積立など） 133.7 億円
収入（公共資産売却収入など） 42.2 億円

　　　　当期歳計現金増減額（①＋②＋③） △ 1.1 億円
期末歳計現金残高 31.1 億円

（平成 27 年 3月 31 日現在人口：97,673 人） （平成 27 年 3月 31 日現在人口：97,673 人）

資産
260 万円

負債
65 万円

純資産
195 万円

経常行政コスト
47万円

経常収益1万円

純経常行政コスト
46万円

期首純資産残高（25年度末残高） 1,905.6 億円
　　　　純経常行政コスト △ 445.1 億円
　　　　一般財源 324.3 億円
　　　　補助金等受入 118.5 億円
　　　　臨時損益 △ 0.8 億円
　　　　その他 0.6 億円
　　　　　当期純資産増減額 △ 2.5 億円

期末純資産残高（26年度末残高） 1,903.1 億円

当　

期　

収　

支

当
期
変
動
高

貸借対照表

行政コスト計算書 資金収支計算書

純資産変動計算書

貸借対照表 行政コスト計算書

　

平
成
26
年
度
末
に
お
け
る
普
通
会
計

の
資
産
総
額
は
２
５
４
２
億
円
と
な
っ

て
お
り
、
こ
の
う
ち
道
路
、
公
園
、
学

校
な
ど
の
公
共
資
産
が
２
２
６
４
億
円

で
、
資
産
全
体
の
約
89
％
を
占
め
て
い

ま
す
。

　

こ
れ
ら
の
資
産
を
取
得
す
る
た
め
に

こ
れ
ま
で
負
担
し
て
き
た
額（
純
資
産
）

は
１
９
０
３
億
円
で
、
将
来
負
担
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
額（
負
債
）は
６
３
９

億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

一
方
、
平
成
26
年
度
１
年
間
に
、
福

祉
サ
ー
ビ
ス
や
ご
み
収
集
な
ど
、
資
産

を
形
成
し
な
い
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
提
供

に
費
や
し
た
経
費（
経
常
行
政
コ
ス
ト
）

は
４
５
９
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。
こ

の
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
者
が
直
接
負
担
し

た
使
用
料
な
ど（
経
常
収
益
）は
14
億
円

で
、
不
足
額（
純
経
常
行
政
コ
ス
ト
）の

４
４
５
億
円
は
、
市
税
や
地
方
交
付
税

な
ど
で
賄
わ
れ
て
い
ま
す
。

平成26年度決算
薩摩川内市の
普通会計財務書類

市民1人当たりで
は？
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（平成 27 年 3月 31 日現在人口：97,673 人）（平成 27 年 3月 31 日現在人口：97,673 人）

　

平
成
26
年
度
末
に
お
け
る
連
結
後

の
資
産
総
額
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
対
象

団
体
が
所
有
す
る
施
設
や
薩
摩
川
内

市
土
地
開
発
公
社
が
所
有
す
る
販
売

用
不
動
産
な
ど
を
含
む
こ
と
で
、
普

通
会
計
よ
り
も
４
４
８
億
円
増
の
２

９
９
０
億
円
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
将
来
負
担
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
額（
負
債
）
も
、
公
営
企

業
会
計
の
借
入
金
な
ど
を
含
む
こ
と

で
、
２
１
１
億
円
増
の
８
５
０
億
円

と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

一
方
、
平
成
26
年
度
１
年
間
に
、

資
産
を
形
成
し
な
い
行
政
サ
ー
ビ
ス

の
提
供
に
費
や
し
た
経
費（
経
常
行
政

コ
ス
ト
）は
、
国
民
健
康
保
険
事
業
や

介
護
保
険
事
業
に
お
け
る
社
会
保
障

給
付
な
ど
の｢

移
転
支
出
的
な
コ
ス

ト｣

が
加
算
さ
れ
る
こ
と
な
ど
に
よ

り
、
３
６
２
億
円
増
の
８
２
１
億
円

と
な
っ
て
い
ま
す
。

経常行政コスト
人にかかるコスト 100.7億円
人件費 103.5 億円
退職手当引当金繰入等 △ 8.2 億円
賞与引当金繰入金 5.4 億円

物にかかるコスト 198.3億円
物件費 74.1 億円
維持補修費 11.9 億円
減価償却費 112.3 億円

移転支出的なコスト 507.9億円
社会保障給付 282.0 億円
補助金など 205.6 億円
他会計などへの支出金 2.6 億円
他団体への公共資産整備補助金など 17.7 億円

その他のコスト 14.3億円
支払利息 8.4 億円
回収不能見込計上額 1.1 億円
その他行政コスト 4.8 億円

経常行政コスト合計（Ａ） 821.2 億円
経常収益

　　使用料・手数料 8.4 億円
　　分担金・負担金・寄附金 148.0 億円
　　保険料 42.4 億円
　　事業収益など 28.0 億円
　　その他特定行政サービス収入 1.8 億円
経常収益合計（Ｂ） 228.6 億円
純経常行政コスト（Ａ）－（Ｂ） 592.6 億円

期首資金残高 200.9 億円
経常的収支（収入ー支出）① 123.2 億円
支出（人件費、物件費、給付など） 702.1 億円
収入（市税、地方交付税など） 825.3 億円

　　　　公共資産整備収支（収入ー支出）② △ 29.9 億円
支出（公共資産整備支出など） 89.5 億円
収入（国県補助金、地方債など） 59.6 億円

　　　　投資・財務的収支（収入ー支出）③ △ 93.0 億円
支出（地方債償還、基金積立など） 139.5 億円
収入（公共資産売却収入など） 46.5 億円

　　　　当期資金増減額（①＋②＋③） 0.3 億円
期末資金残高 201.2 億円

期首純資産残高（25年度末残高） 2,204.5 億円
　　　　純経常行政コスト △ 592.6 億円
　　　　一般財源 324.6 億円
　　　　補助金等受入 270.8 億円
　　　　臨時損益 △ 2.9 億円
　　　　その他 △ 65.0 億円
　　　　　当期純資産増減額 △ 65.1 億円

期末純資産残高（26年度末残高） 2,139.4 億円

資産
306 万円

負債
87 万円
純資産
219 万円

経常行政コスト
84万円

経常収益23万円

純経常行政コスト
61万円

借方 貸方
資産の部 負債の部

公共資産 2,671.2 億円 固定負債 756.8 億円
有形・無形固定資産 2,668.7 億円 地方債・長期借入金 622.4 億円
売却可能資産 2.5 億円 退職手当等引当金 107.2 億円

投資など 111.1 億円 　 長期未払金など 27.2 億円
投資および出資金 2.2 億円 流動負債 93.4 億円
貸付金 0.6 億円 翌年度償還予定地方債 85.4 億円
基金など 95.2 億円 賞与引当金 5.5 億円
長期延滞債権 18.7 億円 その他（未払金など） 2.5 億円
回収不能見込額など △ 5.6 億円 負債合計 850.2 億円

流動資産 207.3 億円 純資産の部
資金（現金・預金） 201.2 億円 公共資産等整備国県補助金 643.4 億円
未収金など 6.1 億円 その他（一般財源など） 1,496.0 億円
（うち販売用不動産） (2.5 億円）純資産合計 2,139.4 億円
資産合計 2,989.6 億円 負債・純資産合計 2,989.6 億円

当
期
変
動
高

当　

期　

収　

支

連結貸借対照表

連結行政コスト計算書 連結資金収支計算書

連結純資産変動計算書

連結貸借対照表 連結行政コスト計算書

平成26年度決算
薩摩川内市の
連結財務書類

市民1人当たりで
は？

財政状況の公表

5 2016.6.10　広報さつませんだい


